
横浜市報調達公告版 

                                第 34 号 平成 18 年８月８日発行 

                                                    

                        1

第 34 号 

横浜市報調達公告版

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

発 行 所 

        横 浜 市 役 所 

 

【調達公告】 

△ 総合評価一般競争入札の施行 

（都市計画道路桂町戸塚遠藤線（小菅ヶ谷・舞岡地区）街路整備工事（その２６） ほか８件）・・２ 

△ 5,000万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

（（仮称）北山田駅自転車駐車場新築工事 ほか 17 件）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 

△ 2,500万円以上5,000万円未満の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

（地下道みなとまち通りエスカレーター改修工事 ほか３件）・・・・・・・・・・・・・・・・・52 

△ 2,500万円未満の一般競争入札の施行 

（建設課北担当管内管理用地維持工事（その５） ほか 7件）・・・・・・・・・・・・・・・・・62 

 

【交通局】 

△ 2,500万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

（（仮称）北山田駅前広場側出入口その他新築工事 の１件）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・75 

△ 2,500万円未満の一般競争入札の施行 

（横浜駅分岐マクラギ交換及びその他工事の１件）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80 
特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

△ 一般競争入札を行う。 
（軽油（１０月～１２月分）第１ブロック 約 1,140キロリットルの購入 ほか４件） ・・・・・84 
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横浜市調達公告第210号 

総合評価一般競争入札の施行 
次のとおり、「都市計画道路桂町戸塚遠藤線（小菅ヶ谷・舞岡地区）街路整備工事（その２６）」ほか８

件の工事について、総合評価一般競争入札を行う。 
平成18年８月８日 

 
契 約 事 務 受 任 者 
横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 
１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札期間の最終日（２(2)に定める技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間の最
終日と同じ。ただし、別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべて満たしていなければ
ならない。 
(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２
項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者
であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 
(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 
(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 
(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(3)に定める手続により購入した者であること。ただし
、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡し
案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 
(7) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市請負

工事等総合評価落札方式試行要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等
競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

 
２ 入札参加手続等 
(1) 総合評価一般競争入札に係る技術資料についての評価方法及び落札者決定基準の詳細については、工

事ごとの総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定める。 
(2) 入札参加者は、この公告に定める入札参加資格に関する提出書類（以下「入札参加資格確認資料」と

いう。）及び実施要領書に定める技術資料について、それぞれに定める必要部数を平成18年８月30日か
ら平成18年９月５日までの間（土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１
時から午後５時まで）に契約第一課へ提出すること。 

(3) 設計図書の購入等 
ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。ただし、オの場合を

除く。 
イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年８月11日 午後５時まで 
ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 
エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市ホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 
オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ
と。 

 
３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 
(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 
(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 
(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用
基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた
設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ
ること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参
加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入
札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 
 

４ 入札の無効 

調 達 公 告 
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次の入札は、無効とする。 
(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 
(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 
(3) 技術資料の提出をしない者が行った入札 
(4) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 
(5) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 
(6) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と
して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(7) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ
ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ
ードを用いて行った入札 

 
５ 入札参加資格の確認 
(1) 入札者がこの公告で定める入札参加資格を満たす者であるか否かを確認する。 
(2) 入札参加資格の確認には、２(2)により提出された入札参加資格確認資料によって行う。 

なお、２(2)に定める期間内に入札参加資格確認資料が提出されない場合又は確認のために必要な指
示に従わない場合には、入札参加資格を満たす者でない者とする。 

(3) 入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、４(2)に該当するものとし、その者
の入札を無効とする。 

(4) (3)の手続きにより、入札者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して当該入札
者に通知する。 

 
６ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 

技術資料の審査及び技術評価点の算出については、工事ごとに定める実施要領書に基づき行う。 
 
７ 落札予定者の決定及び落札者の決定 
 (1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者及び当該価

格を入札参加者に通知する。 
 (2) ６により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、評

価値を算出する。 
 (3) 次の各号に掲げる要件をすべて満たす入札者のうち、(2)により算出した評価値が最も高い者（以下

「最高評価入札者」という。）を落札予定者とする。 
ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で明示する技術資料の要求要件のうち、必須とされた
項目の最低要求要件をすべて満たしていること。 

ウ 評価値が、標準点を予定価格（単位：億円）の105分の100で除して得た数値を下回っていないこ
と。 

エ その他、この公告等において定めた入札参加資格等をすべて満たしていること。 
 (4) 最高評価入札者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、横浜市請負工事等総

合評価落札方式試行要綱第16条に定めるとおり、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱（以下
「低入札要綱」という。）を準用し、地方自治法施行令第167条の10の２第２項の規定に該当するかどう
かの調査を行う。 

 (5) 調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれが
あると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札予定者とせず、予定価格の制限の範囲内の
価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに最高評価入札者とする。 

 (6) 調査にあたっては、当該最高評価入札者は、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める
書類を各３部、別に指定した日時までに契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わな
ければならない。上記期限内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(5)に該当す
るものとし、当該最高評価入札者を落札予定者としないものとする。 

 (7)（6）に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること。
対応した工事費内訳書の提出がない場合には、(5) に該当するものとし、当該最高評価入札者を落札予
定者としないものとする。 

 (8) 最高評価入札者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせて落札予定者を決めるものとする
。この場合、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係の
ない本市職員をしてくじを引かせ落札予定者を決定するものとする。 

 (9) 落札者の決定にあたっては、横浜市請負工事等総合評価落札方式試行要綱第13条で定める学識経験者
の意見聴取を行い、その結果を考慮し、落札予定者を落札者として決定する。 

 (10) 開札後、落札決定するまでの間に、当該最高評価入札者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等
措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く
。）には、その者を落札予定者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
次に評価値の高い者を新たに最高評価入札者とする。 

 
８ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 
(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 
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９ 契約金の支払方法 
(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い

の回数に含まない。 
(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお
いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各
会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支
払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出
来高に応じて行う。 

 
１０ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 
(1) ８(3)の規定にかかわらず、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条第1項に定める契約保証金の
額は、契約金額の100分の30以上とする。 

(2) ９(2)の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契
約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある
場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払う
。 

(3) 専任の監理技術者の配置が義務づけられている工事において、当該工事の請負契約の相手方が次のア
又はイに該当するときは、工事ごとに定める技術者の要件と同一の要件（ただし、技術者の要件として
施工経験を掲げている場合はこれを除く。）を満たす技術者を、監理技術者とは別に、施工現場に専任
で1名配置しなければならない。この場合、配置するすべての技術者について、配置技術者（変更）届
出書（第６号様式）及び監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成16年２月29日以前に監理技術者資
格者証の交付を受けている者は提出不要。）を契約第一課へ提出すること。 
ア 入札期間の最終日から過去２年以内に完成した工事のうち、工事ごとに定める登録工種と同一工
種の工事に係る横浜市請負工事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書において
、評定点が65点未満の通知を受けたことがある者（ただし、横浜市工事請負に関する競争入札取扱
要綱第25条第１項第４号に該当する者を除く。） 

イ 入札期間の最終日から過去２年以内に、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱別表第
１第２号、第５号又は第７号の規定に基づく一般競争参加停止及び指名停止等措置（ただし、停止
措置の期間が１か月未満の場合を除く。）を受けた者 

 
１１ その他 
(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否
かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結
する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市
条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付さなければならない場合には、工事ごとに明示する
。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この
場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術
者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参
加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

 (6) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 
 (7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第14条第４

項に定めるとおりとする。 
(8) 入札に参加した者は、入札締切後、正当な理由なく落札者となることを辞退することはできないも

のとする。 
(9) ６(1)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は
、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、入札期間の最終日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工
事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００
分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工
事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横
浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので
留意すること。 

(10) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った最高評価入札者が、正当な理由なく落札
者となることを辞退した場合、又は、７(6)に定める書類の提出をしない場合は、横浜市一般競争参加
停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

(11) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った者と契約を締結する場合は、契約金額に
かかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(12) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜
市ホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定書
兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約第一
課長あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜
市ホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(13) この公告に掲げる入札については、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第９条第１項
中「入札後」とあるのは「入札締切後」と読み替える。 

(14) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則
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、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市請負工事等総合評価落札方式試行要綱、横浜市電
子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるも
のとする。 
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契約番号 ０６１２０１００４６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路桂町戸塚遠藤線（小菅ヶ谷・舞岡地区）街路整備工事（その２６） 

施工場所 
栄区小菅ケ谷四丁目１７７番２から４５６番４まで 

工事概要 

掘削工３，１７９㎥、コンクリートブロック積工３９１㎡、雑割石積工７０㎡、擁壁工（ 
現場打擁壁工８４㎥、階段工一式）、Ｕ型側溝工Ｌ＝９２ｍ、Ｌ型側溝工Ｌ＝１１９．８ 
ｍ、防護柵設置工Ｌ＝４８ｍ、ネットフェンス設置工Ｌ＝１５６ｍ 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３１日まで 

予定価格 ４４，８１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中 
区内、南区内、港南区内、磯子区内、金沢区内又は栄区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 
険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 
する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 
置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 
技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５５４  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００４６ 

工事件名 
都市計画道路桂町戸塚遠藤線（小菅ヶ谷・舞岡地区）街路整備工事（その２６） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２３日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                ：平成１８年８月３０日から平成１８年９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 

請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６１２０１００４８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道東希望が丘第４２４号線道路改良工事（その３） 

施工場所 
瀬谷区三ツ境３４番地先から３５番地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工９５８㎡、コンクリート舗装工５２㎡、路盤工１，０１０㎡ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ３４，７１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内又 
は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 
険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 
する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 
置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 
技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社昭和工業写真社、有限会社ナガイ 
平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 
詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。 
（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５３９  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００４８ 

工事件名 
市道東希望が丘第４２４号線道路改良工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２４日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                     ：平成１８年８月３０日から９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 
  請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 

事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６１２０１００５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
渋沢橋耐震補強工事 

施工場所 
都筑区荏田東四丁目１８番から荏田東一丁目２２番まで 

工事概要 

土工（掘削工５２０㎥、埋戻工４２０㎥）、橋脚補強工（ＲＣ巻立て工２基）、変位制限 
工（ＲＣ突起３２か所）、落橋防止工（落橋防止ブラケット１２か所） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ２５，８１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の元請としての施工実績を有する者 
であること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、代表構成員のも 
のに限る。）。 
（１）鉄筋コンクリート巻立てによる橋脚補強工事 
（２）鉄筋コンクリート橋脚（橋台は除く。）築造工事 

提出書類 

※次頁のとおり 
  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００５０ 

工事件名 
渋沢橋耐震補強工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 
険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 
する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 
置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 
技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 （５）施工実績調書（工事内容 
欄に橋梁の名称及び鉄筋コンクリート巻立てを施工した橋脚又は築造した鉄筋コンクリー 
ト橋脚の数量を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類 
を添付すること。） 
 
【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２１日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                ：平成１８年８月３０日から平成１８年９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 

請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６１２０１００５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路羽沢池辺線（羽沢・菅田地区）街路整備工事（その３） 

施工場所 
神奈川区羽沢町４９２番地先から４９５番地先まで 

工事概要 

土工（掘削工８，９８９㎥、Ｈ＝０ｍ～１０ｍ）、ブロック積擁壁工（Ｈ＝０．３ｍ～５ 
ｍ、Ｌ＝１３０ｍ）、ＰＣ壁体工（Ｈ＝５ｍ～１４ｍ、７７本）、舗装工２，３８２㎡、 
Ｌ型側溝工Ｌ＝５８７ｍ、防護柵設置工Ｌ＝５６３ｍ、雨水桝設置工９か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 １３５，２４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５２９  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００５２ 

工事件名 
都市計画道路羽沢池辺線（羽沢・菅田地区）街路整備工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２１日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                ：平成１８年８月３０日から平成１８年９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 

請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６１４０１００３４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
大黒ふ頭防げん材取換工事 

施工場所 
鶴見区大黒ふ頭Ｔ３岸壁からＴ５岸壁まで 

工事概要 

防げん材撤去工１３基、防げん材設置工１３基 

工期 契約締結の日から平成１８年１２月１５日まで 

予定価格 ５１，２００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 港湾 

格付等級 ‐ 

登録細目 【港湾：港湾構造物工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 

亜細亜工業写真株式会社、株式会社ワイシー・ドキュメント 
平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 
詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。 
（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港湾局建設課 電話 ０４５－６７１－７３０４  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１４０１００３４ 

工事件名 
大黒ふ頭防げん材取換工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２３日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                ：平成１８年８月３０日から平成１８年９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 

請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２２３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）滝頭二丁目公園整備工事（１） 

施工場所 
磯子区滝頭二丁目２４５番１４ほか 

工事概要 

整備面積：２，７００㎡、基盤整備工、植栽工（高木植栽工、中低木植栽工）、設備工（ 
散水設備工、Ｌ型側溝工、塩ビ管布設工、電気設備工）、園路広場整備工、施設整備工（ 
遊具施設整備工、サービス施設整備工、管理施設整備工、建築施設組立設置工） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月２０日まで 

予定価格 ５３，７２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 
なお、配置技術者（変更）届出書については、工事番号０６２１０１０２２３番及び 
０６２１０１０２２４番の工事件名を併記すること。 

設計図書の購入先・申込期限 

亜細亜工業写真株式会社、株式会社福寿企画 
平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 
詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。 
（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局緑事業課 電話 ０４５－６７１－２６５２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２３ 

工事件名 
（仮称）滝頭二丁目公園整備工事（１） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は契約番号０６２１０１０２２４番の工事と合併入札を行う。 
   予定価格については、契約番号０６２１０１０２２３番及び０６２１０１０２２４ 
  番の合計金額を契約番号０６２１０１０２２３番に記載する。 
   入札参加にあたっては、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入し、設 
  計図書代金領収書（写）を併せて提出すること。ただし、設計図書の購入先・申込期 
  限欄において「電子図渡しを行う」としている案件については、横浜市ホームページ 
  発注情報画面より当該合併入札に係るすべての工事の設計図書をダウンロードするこ 
  と。 
（２）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２５日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                ：平成１８年８月３０日から平成１８年９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 

請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（５）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号 
０６２１０１０２２３番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載 
すること。 

（６）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２２４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）滝頭二丁目公園整備工事（２） 

施工場所 
磯子区滝頭二丁目２４５番１４ほか 

工事概要 

整備面積：２，７００㎡、基盤整備工、植栽工（中低木植栽工、地被類植栽工、移植工） 
、設備工、施設整備工（サービス施設整備工、管理施設整備工）、道路整備工（舗装工、 
縁石工） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月２０日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

契約番号０６２１０１０２２３番に記載する。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

契約番号０６２１０１０２２３番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 

亜細亜工業写真株式会社、株式会社福寿企画 
平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 
詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。 
（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号０６２１０１０２２３番の工事と合併入札を行う。 
なお、その他の注意事項については、契約番号０６２１０１０２２３番に記載する。 

工事担当課 環境創造局緑事業課 電話 ０４５－６７１－２６５２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
本町小学校ほか２校太陽光発電設備設置工事 

施工場所 
中区花咲町３丁目８６番地ほか２か所 

工事概要 

本町小学校、東小学校及び石川小学校の太陽光発電設備設置工事一式（太陽電池モジュー 
ル、パワーコンディショナ、データ計測装置、表示装置 ほか） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ３３，１００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、西 
区内、中区内、南区内、港南区内、旭区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内、泉 
区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 
険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 
する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 
置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 
技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２５ 

工事件名 
本町小学校ほか２校太陽光発電設備設置工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２４日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                ：平成１８年８月３０日から平成１８年９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 

請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２２７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
文庫小学校ほか３校太陽光発電設備設置工事 

施工場所 
金沢区寺前二丁目２１番７号ほか３か所 

工事概要 

文庫小学校、岡村小学校、新橋小学校、庄戸小学校の太陽光発電設備設置工事一式（太陽 
電池モジュール、パワーコンディショナ、データ計測装置、表示装置 ほか） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ４１，８４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は入札期間の最終日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当
該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、西 
区内、中区内、南区内、港南区内、旭区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内、泉 
区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 
険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 
する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 
置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 
技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月２０日（水）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２７ 

工事件名 
文庫小学校ほか３校太陽光発電設備設置工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年８月２４日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
                ：平成１８年８月３０日から平成１８年９月５日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年９月下旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 

請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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横浜市調達公告第211号 

5,000万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

次のとおり、「（仮称）北山田駅自転車駐車場新築工事」ほか17件の工事について、一般競争入札を行う

。 

平成18年８月８日 

 

契 約 事 務 受 任 者 

横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者

であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし

、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡

し案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(7) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、９(12)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書の購入等 

ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。ただし、オの場合を

除く。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年８月11日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること

。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ 

と。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた

設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ

ること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額
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に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入

札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ

ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ

ードを用いて行った入札 

 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「

落札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじに

より落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をも

って入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決

定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記

期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を

満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、(3) の入札参加資格の

確認とあわせて、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行う。 

(8) (7) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すことと

なるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とす

る。 

(9) (7) の調査にあたっては、当該落札候補者は、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定

める書類を各３部、別に指定した日時までに契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に

従わなければならない。上記期限内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(8) 

に該当するものとし当該落札候補者を落札者としないものとする。 

(10)（9）に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること

。対応した工事費内訳書の提出がない場合には、(8) に該当するものとし当該落札候補者を落札者と

しないものとする。 
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(11) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の

価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 

 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い

の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

 

８ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

(1) ６(3)の規定にかかわらず、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条第1項に定める契約保証金の

額は、契約金額の100分の30以上とする。 

(2) ７(2)の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契

約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある

場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払う

。 

(3) 専任の監理技術者の配置が義務づけられている工事において、当該工事の請負契約の相手方が次のア

又はイに該当するときは、工事ごとに定める技術者の要件と同一の要件（ただし、技術者の要件として

施工経験を掲げている場合はこれを除く。）を満たす技術者を、監理技術者とは別に、施工現場に専任

で1名配置しなければならない。この場合、配置するすべての技術者について、配置技術者（変更）届

出書（第６号様式）及び監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成16年２月29日以前に監理技術者資

格者証の交付を受けている者は提出不要。）を契約第一課へ提出すること。 

ア 開札日から過去２年以内に完成した工事のうち、工事ごとに定める登録工種と同一工種の工事に

係る横浜市請負工事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書において、評定点が

65点未満の通知を受けたことがある者（ただし、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条

第１項第４号に該当する者を除く。） 

イ 開札日から過去２年以内に、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱別表第１第２号、

第５号又は第７号の規定に基づく一般競争参加停止及び指名停止等措置（ただし、停止措置の期間

が１か月未満の場合を除く。）を受けた者 

 

９ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付さなければならない場合には、工事ごとに明示す

る。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな
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い。 

 (6) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第14条第４

項に定めるとおりとする。 

 (8) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(9) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は

、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種

の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市工事

請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する

こと。 

(10) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、正当な理由な

く落札者となることを辞退した場合、又は、５(5)又は５(9)に定める書類を提出しない場合は、横浜

市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

(11) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った者と契約を締結する場合は、契約金額に

かかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(12) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約第

一課長あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(13) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工

事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０６１２０１００４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）北山田駅自転車駐車場新築工事 

施工場所 
都筑区北山田一丁目６番 

工事概要 

Ｓ（一部ＲＣ）造、地上２階建、延床面積９５９．２４０㎡（自転車駐車場部分： 

６３６．５４５㎡） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３０日まで 

予定価格 ２８８，０７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の建築部門に登載されている者、又は平成１６年 

８月１日から平成１８年７月３１日までの間に通知された建築に係る工事の横浜市請負工 

事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の通 

知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上 

の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上の者である 

こと。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） （４）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の建築部門に登載されている者は提出不要。） 

なお、配置技術者（変更）届出書については、契約番号０６１２０１００４４番、 

０６２２０１００３３番及び０６５３０１００２３番の工事件名を併記すること。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００４４ 

工事件名 
（仮称）北山田駅自転車駐車場新築工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）本件工事は契約番号０６２２０１００３３番及び交通局調達公告第２２号契約番号 

  ０６５３０１００２３番の工事と合併入札を行う。 

   予定価格については、契約番号０６１２０１００４４番、０６２２０１００３３番 

  及び０６５３０１００２３番の合計金額を契約番号０６１２０１００４４番に記載す 

  る。 

   入札参加にあたっては、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入し、設 

  計図書代金領収書（写）を併せて提出すること。ただし、設計図書の購入先・申込期 

  限欄において「電子図渡しを行う」としている案件については、横浜市ホームページ 

  発注情報画面より当該合併入札に係るすべての工事の設計図書をダウンロードするこ 

  と。 

（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（４）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号 

０６１２０１００４４番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載 

すること。 

（５）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２２０１００３３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）北山田駅前公衆トイレ新築工事 

施工場所 
都筑区北山田一丁目６番 

工事概要 

ＲＣ（一部Ｓ）造、平屋建、延床面積９５９．２４０㎡（公衆トイレ部分：６０．２８７ 

㎡） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３０日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

契約番号０６１２０１００４４番に記載する。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

契約番号０６１２０１００４４番に記載する。 

提出書類 

契約番号０６１２０１００４４番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

 本件工事は契約番号０６１２０１００４４番及び交通局調達公告第２２号契約番号 

０６５３０１００２３番の工事と合併入札を行う。 

 なお、その他の注意事項については、契約番号０６１２０１００４４番に記載する。 

工事担当課 資源循環局施設課 電話 ０４５－６７１－２５４６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００５１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路山下長津田線（鴨居地区）街路整備工事（ボックスカルバート工） 

施工場所 
緑区鴨居五丁目１０７０番地先 

工事概要 

土工（掘削工４，１５０㎥、改良土処理工４，５４０㎥）、プレキャストボックスカルバ 

ート布設工（□１，７００㎜×１，７００㎜～□４，２００㎜×３，０００㎜、Ｌ＝ 

１３６ｍ）、場所打ちボックスカルバート築造工３か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ２２５，３６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

なお、配置技術者（変更）届出書については、工事番号０６１２０１００５１番及び 

０６２１０１０２３２番の工事件名を併記すること。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５４２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００５１ 

工事件名 
都市計画道路山下長津田線（鴨居地区）街路整備工事（ボックスカルバート工） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）本件工事は契約番号０６２１０１０２３２番の工事と合併入札を行う。 

   予定価格については、契約番号０６１２０１００５１番及び０６２１０１０２３２ 

  番の合計金額を契約番号０６１２０１００５１番に記載する。 

   入札参加にあたっては、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入し、設 

  計図書代金領収書（写）を併せて提出すること。ただし、設計図書の購入先・申込期 

  限欄において「電子図渡しを行う」としている案件については、横浜市ホームページ 

  発注情報画面より当該合併入札に係るすべての工事の設計図書をダウンロードするこ 

  と。 

（２）横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第２５条第１項第６号に規定する隣接施 

  工に該当する工事（ただし、本件工事の開札日において、竣工検査及び引渡しが完了 

  している場合は隣接施工には該当しない。）：港北処理区鴨居川左支線下水道整備工 

  事（その２） 

（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（４）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（５）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号０６１２０１００５ 

  １番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

（６）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２３２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北処理区鴨居川左支線下水道整備工事（その３） 

施工場所 
緑区鴨居五丁目１０７０番地先から鴨居六丁目２１０３番２地先まで 

工事概要 

ボックスカルバート布設工（□２，７００㎜×１，６００㎜、Ｌ＝１６．２ｍ）、ヒュー 

ム管布設工（Φ４５０㎜～Φ６００㎜、Ｌ＝１９．１ｍ）、塩ビ管布設工（Φ２５０㎜、 

Ｌ＝６ｍ） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月２３日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

契約番号０６１２０１００５１番に記載する。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

提出書類 

契約番号０６１２０１００５１番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号０６１２０１００５１番の工事と合併入札を行う。 

なお、その他の注意事項については、契約番号０６１２０１００５１番に記載する。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５３７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  



横浜市報調達公告版 

                                第 34 号 平成 18 年８月８日発行 

                                                    

                        33

 

契約番号 ０６２１０１０２０９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部第二水再生センター第７系列最初沈殿池機械設備工事 

施工場所 
鶴見区末広町１丁目６番地８ 

工事概要 

チェーンフライト式汚泥かき寄せ機製作・据付２池分、汚泥かき寄せ機駆動装置製作・据 

付２台、スカム除去装置製作・据付４台、鋳鉄製角形可動堰製作・据付４門 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 ９３，５７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 ‐ 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設 

等）の沈殿池における汚泥かき寄せ機設備工事の元請としての施工経験を有すること。 

 

平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設等）の沈殿池にお 

けるチェーンフライト式汚泥かき寄せ機設備の新設又は増設工事の元請としての施工実績 

を有し、かつ、同設備は開札日において１年以上の稼動実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。工事内容欄 

に工事を施工した施設の名称及び工事概要を記入すること。） （３）監理技術者講習修 

了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けてい 

る者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、汚 

泥かき寄せ機の方式及び当該設備の稼動日を記入し、併せて、その実績を証明する契約書 

及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２０９ 

工事件名 
北部第二水再生センター第７系列最初沈殿池機械設備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 

（２）本件工事において製作・据付する機器・装置のうち、指定した製品については、環 

  境創造局指定製品及び選定業者名簿（下水道設備用）において選定された製造業者の 

  製品を使用する旨、一般仕様書において定めがあるので留意すること。 

（３）配置する監理技術者は、本件工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他 

  の同種工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（５）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（６）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２１１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北水再生センター汚泥調整タンク機械設備工事 

施工場所 
港北区太尾町１８０５番地 

工事概要 

円形タンク用回転式汚泥かき寄せ機製作・据付３基、既設機器撤去工一式 

工期 契約締結の日から平成２０年 ３月１４日まで 

予定価格 ９７，２３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 ‐ 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設 

等）における汚泥かき寄せ機設備工事の元請としての施工経験を有すること。 

 

平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設等）における汚泥 

かき寄せ機設備の新設又は増設工事の元請としての施工実績を有し、かつ、同設備は入札 

日において１年以上の稼動実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。工事内容欄 

に工事を施工した施設の名称及び工事概要を記入すること。） （３）監理技術者講習修 

了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けてい 

る者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、汚 

泥かき寄せ機の方式及び当該設備の稼動日を記入し、併せて、その実績を証明する契約書 

及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２１１ 

工事件名 
港北水再生センター汚泥調整タンク機械設備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 

（２）本件工事において製作・据付する機器・装置のうち、指定した製品については、環 

  境創造局指定製品及び選定業者名簿（下水道設備用）において選定された製造業者の 

  製品を使用する旨、一般仕様書において定めがあるので留意すること。 

（３）配置する監理技術者は、本件工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他 

  の同種工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（５）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（６）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

（７）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２１４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成１８年度品濃小学校雨水貯留施設整備工事 

施工場所 
戸塚区品濃町５０４番地１ 

工事概要 

地下貯留施設工（門型カルバート工一式、Ｌ＝９９ｍ）、雨水調整槽工一式、塩ビ管布設 

工Ｌ＝６８．６ｍ、付帯工（遊具施設等撤去復旧工）、グランド整備工（砕石スクリーニ 

ング舗装工３，０２３㎡）、既設雨水管撤去工一式、散水施設工 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 ５６，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、保 

土ケ谷区内、旭区内、緑区内、戸塚区内、泉区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 環境創造局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８５９  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２１５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子第二ポンプ場雨水滞水池等脱臭設備工事 

施工場所 
磯子区磯子一丁目４番ほか１か所 

工事概要 

簡易脱臭装置製作・据付１０基 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 ２００，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 ‐ 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（廃水処理施設等）における 

自然通風式による簡易脱臭装置の設置工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に工事を施工し 

た施設の名称、脱臭装置の名称・形式及び工事概要を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２１５ 

工事件名 
磯子第二ポンプ場雨水滞水池等脱臭設備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）配置する監理技術者は、本件工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他 

  の同種工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２１８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成１８年度梅田川環境整備工事 

施工場所 
緑区新治町９３番２３から三保町１４４９番まで 

工事概要 

土工２，８９４㎥、低水路整備工Ｌ＝７３０ｍ、親水護岸工（多自然型護岸工３２７㎡） 

、親水拠点整備工（インターロッキングブロック舗装工１９３㎡） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 １０６，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、保 

土ケ谷区内、旭区内、緑区内、戸塚区内、泉区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 環境創造局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８６０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２１９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄第二水再生センタ－第４・５系列脱臭設備工事 

施工場所 
栄区長沼町８２番地 

工事概要 

活性炭吸着塔製作・据付２基、脱臭ファン製作・据付４台、ミストセパレータ製作・据付 

３台 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 １１０，５８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 ‐ 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事又はその他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２１９ 

工事件名 
栄第二水再生センタ－第４・５系列脱臭設備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）配置する監理技術者は、本件工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他 

  の同種工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）東横線地下化跡地緑道整備工事（その２） 

施工場所 
神奈川区反町４丁目３０番地先ほか 

工事概要 

整備延長：Ｌ＝１８０ｍ、園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、設備工、植栽工（ 

高木植栽工、中低木植栽工、地被類植栽工） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ７７，３６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 環境創造局緑事業課 電話 ０４５－６７１－２６５２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２３１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区市場地区下水道再整備工事（その９） 

施工場所 
鶴見区市場大和町１０番３号地先から菅沢町６番１６号地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０㎜～Φ４００㎜、Ｌ＝１，００４．３ｍ）、強プラ管布設工（Φ 

７００㎜～Φ９００㎜、Ｌ＝１５１．６ｍ）、管きょ更生工（Φ２５０㎜～Φ８００㎜、 

Ｌ＝７９２．２ｍ）、勾配復元工（インバート工、Φ７００㎜～Φ９００㎜、Ｌ＝４９２ 

ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２０年 ２月２０日まで 

予定価格 ２８５，０４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路再整備課 電話 ０４５－６７１－３５７１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６４３０１００４３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉区青葉台地内舗装補修工事 

施工場所 
青葉区青葉台一丁目１０番地先から青葉台二丁目２番地先まで 

工事概要 

遮熱性舗装工４，３５６㎡、保水性ブロック工１，０６８㎡、路盤工１，０２３㎡、切削 

オーバーレイ工３，０００㎡ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月 ９日まで 

予定価格 ８９，１３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

※次頁のとおり 

  

提出書類 

※次頁のとおり 

  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－３９２７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 



横浜市報調達公告版 

                                第 34 号 平成 18 年８月８日発行 

                                                    

                        46

契約番号 ０６４３０１００４３ 

工事件名 
青葉区青葉台地内舗装補修工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の要件をすべて満たす技術修得型共同企業体であること。 

（１）市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であるこ 

  と（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 

（２）構成員の数は２者であること。 

（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、その共同企業体の総出資額 

  の１０分の４以上であるとともに、代表者となる構成員（以下「代表構成員」という 

  。）の出資比率は、当該共同企業体構成員中最大であること。 

（４）各構成員は、前頁の入札参加資格を満たす者であること。 

（５）代表構成員の平成１７・１８年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工 

  種のほ装に係る工事最高請負実績の元請金額が、５６，１５１，９００円以上である 

  こと。 

（６）構成員の組み合わせは、次のア．代表構成員の資格要件を満たす者とイ．市内企業 

  構成員の資格要件を満たす者による組み合わせであること。 

  ア．代表構成員の資格要件 

    平成８年４月１日以降に完成した、遮熱性舗装工事の元請としての施工実績を有 

   すること（共同企業体の構成員としての施工実績は、代表構成員のものに限    

   る。）。 

  イ．市内企業構成員の資格要件 

    所在地区分が市内であること。 

（７）市内企業構成員に所属する技術者を、本件工事における現場代理人又は監理技術者 

  として配置すること。 

 

 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。また、役職 

欄の監理技術者又は現場代理人のいずれか従事する方に丸印をつけること（現場代理人に 

従事する場合は、その他欄に現場代理人と記入し丸印をつけること。）。） （３）監理 

技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交 

付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に、代表構成員が施 

工した遮熱性舗装工の工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図 

書の写し等の書類を添付すること。） （５）共同企業体協定書兼委任状 

なお、配置技術者（変更）届出書については、契約番号０６４３０１００４３番及び 

０６４３０１００４４番の工事件名を併記すること。 

 

【注意事項】 

（１）本件工事は契約番号０６４３０１００４４番の工事と合併入札を行う。 

   予定価格については、契約番号０６４３０１００４３番及び０６４３０１００４４ 

  番の合計金額を契約番号０６４３０１００４３番に記載する。 

   入札参加にあたっては、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入し、設 

  計図書代金領収書（写）を併せて提出すること。ただし、設計図書の購入先・申込期 

  限欄において「電子図渡しを行う」としている案件については、横浜市ホームページ 

  発注情報画面より当該合併入札に係るすべての工事の設計図書をダウンロードするこ 

  と。 

（２）特記仕様書において遮熱材料について定めがあるので留意すること。 

（３）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（５）共同企業体 

  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文９（１２） 

  を参照）。 

（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（５）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号 

０６４３０１００４３番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載 

すること。 

（６）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６４３０１００４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉区青葉台地内舗装補修工事に伴う付帯工事 

施工場所 
青葉区青葉台一丁目１０番地先から青葉台二丁目２番地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工１，３５６㎡、区画線設置工Ｌ＝２，１２６ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月 ９日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

契約番号０６４３０１００４３番に記載する。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

契約番号０６４３０１００４３番に記載する。 

提出書類 

契約番号０６４３０１００４３番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号０６４３０１００４３番の工事と合併入札を行う。 

なお、その他の注意事項については、契約番号０６４３０１００４３番に記載する。 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－３９２７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６７１０１０１９１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
上中里小学校改修工事その２（建築工事） 

施工場所 
磯子区上中里町５４８番地 

工事概要 

Ｂ棟耐震補強工（鉄骨ブレース設置工１４か所、耐震スリット設置工２９か所）、Ｂ棟内 

部改装工（１階：はまっこふれあいルーム、会議室、市民図書室、多目的室（兼ランチル 

ーム）、２階：パソコンルーム、図書室、３階：普通教室、４階：普通教室（２教室）、 

３・４年学習室、第二音楽室） ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 １５９，９００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６８  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６７１０１０１９２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
馬場小学校屋内運動場改修その他工事（建築工事） 

施工場所 
鶴見区馬場七丁目２０番１号 

工事概要 

屋内運動場改修工（Ｓ（一部ＲＣ）造、地上２階建、延床面積４８６．７５㎡）、附帯施 

設改修工（Ｓ造、平屋建、延床面積６８．０８㎡）、器具庫改修工（Ｓ造、平屋建、延床 

面積２７．００㎡）、ミーティングルーム増築工（Ｓ造、平屋建、２０．００㎡） ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１２日まで 

予定価格 ９１，０９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の建築部門に登載されている者、又は平成１６年 

８月１日から平成１８年７月３１日までの間に通知された建築に係る工事の横浜市請負工 

事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の通 

知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上 

の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が７５点以上の者である 

こと。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） （４）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の建築部門に登載されている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６８  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６７１０１０１９３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鶴見小学校屋内運動場改修その他工事（建築工事） 

施工場所 
鶴見区鶴見中央三丁目１９番１号 

工事概要 

屋内運動場改修工（Ｓ（一部ＲＣ）造、地上２階建、延床面積４８６．７５㎡）、附帯施 

設改修工（Ｓ造、平屋建、延床面積６９．９２㎡）、器具庫増築工（２棟、Ｓ造、平屋建 

、延床面積２７．００㎡及び７．５６㎡）、ミーティングルーム増築工（Ｓ造、平屋建、 

延床面積１６．２８㎡） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１２日まで 

予定価格 ８８，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 

見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内又 

は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 １０時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６８  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６７１０１０１９５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
黒須田小学校校庭整備工事 

施工場所 
青葉区黒須田３４番１ 

工事概要 

土工（掘削押土１２２㎡、機械床９１０㎥、運搬処理工一式）、砕石スクリーニングス舗 

装工３，０５１㎡、Ｌ型側溝工Ｌ＝２１７ｍ、運動施設工一式、散水施設工一式、防球ネ 

ット工１，４１７㎡ 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ６３，２７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 

見区内、神奈川区内、西区内、港北区内、青葉区内又は都筑区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 

の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－３２６３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 



横浜市報調達公告版 

                                第 34 号 平成 18 年８月８日発行 

                                                    

                        52

 

横浜市調達公告第212号 

2,500万円以上5,000万円未満の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

次のとおり、「地下道みなとまち通りエスカレーター改修工事」ほか３件の工事について、一般競争入札

を行う。 

平成18年８月８日 

 

契 約 事 務 受 任 者 

横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者

であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし

、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡

し案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(7) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８(9)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書の購入等 

ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。ただし、オの場合を

除く。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年８月11日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること

。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた

設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ

ること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額
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に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価

格で最低制限価格以上の価格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ

ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ

ードを用いて行った入札 

 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を

入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

 (5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記

期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を

満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 

 

７ 契約金の支払方法 
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(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い

の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第14条第４

項に定めるとおりとする。 

 (7) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は

、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種

の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市工事

請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する

こと。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課長あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならな

い。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工

事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０６１２０１００５３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
地下道みなとまち通りエスカレーター改修工事 

施工場所 
中区港町３丁目 

工事概要 

エスカレーター製作・据付１基（階高４，９２７㎜、踏板幅１，０００㎜、定格速度３０ 

ｍ／分）、既設機器撤去工一式 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ３３，９１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 ‐ 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成したエスカレーターの製作・設置工事の元請としての施工実 

績を有すること。 

提出書類 

※次頁のとおり 

  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 

平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局施設課 電話 ０４５－６７１－２７８８  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００５３ 

工事件名 
地下道みなとまち通りエスカレーター改修工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 

険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 

する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 

置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 

技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 （５）施工実績調書（工事内容 

欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類 

を添付すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２１２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
俣野公園トイレ新築工事 

施工場所 
戸塚区俣野町１３６７番地１ 

工事概要 

トイレ新築工（ＲＣ造、平屋建、延床面積４４．３８㎡） ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月１３日まで 

予定価格 ２４，５００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 

険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 

する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 

置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 

技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 

ＪＦＥネット株式会社、株式会社創 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 

平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川水再生センター汚泥貯留槽（Ｎｏ．１０）整備工事 

施工場所 
神奈川区千若町１丁目１番地 

工事概要 

防食工８５６㎡（劣化部はつり工一式、劣化部断面修復工一式、コンクリート防食被覆工 

一式） 

工期 契約締結の日から平成１８年１２月 ８日まで 

予定価格 ３５，７８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成したコンクリート防食工（下水処理場又はポンプ場内のもの 

に限る。）を含む工事の元請としての施工実績を有する者であること（当該施工実績が共 

同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

※次頁のとおり 

  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 

平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）特記仕様書において専門技術者の配置について定めがあるので留意すること。 

（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局水再生施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２６ 

工事件名 
神奈川水再生センター汚泥貯留槽（Ｎｏ．１０）整備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 

険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 

する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 

置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 

技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 （５）施工実績調書（工事内容 

欄に施設名称及び工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の 

写し等の書類を添付すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２２８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
本牧山頂公園法面整備工事 

施工場所 
中区和田山１番 

工事概要 

法面工一式（Ｈ＝５ｍ～２０ｍ、法面整形工５２５㎡、法枠工一式、吹付工４８４㎡、落 

石防護柵設置工一式） ほか 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ３８，３５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 とび・土工 

格付等級 ‐ 

登録細目 【とび・土工：法面工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

とび・土工工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した高さ１２ｍ以上の法面工事の元請としての施工実績を有 

すること。 

提出書類 

※次頁のとおり 

  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月３０日（水）午前 ９時００分から 

平成１８年 ９月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 

  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 

  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局緑事業課 電話 ０４５－６７１－４１２６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２８ 

工事件名 
本牧山頂公園法面整備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 

書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 

主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 

険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 

する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 

置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 

技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 （５）施工実績調書（工事内容 

欄に工事概要及び法面の高さを記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書 

の写し等の書類を添付すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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横浜市調達公告第213号 

2,500万円未満の一般競争入札の施行 

次のとおり、「建設課北担当管内管理用地維持工事（その５）」ほか7件の工事について、一般競争入札を

行う。 

平成18年８月８日 

 

契 約 事 務 受 任 者 

横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者

であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし

、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡

し案件」という。）を除く。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市工

事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。 

(2) 設計図書の購入等 

ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年８月11日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること

。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ

と。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

 

３ 入札方法等 

(1) 入札及び開札の日時及び場所については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた日時及び場所において入札書を提出すること。また、郵便による入札は

認めない。 

(3) 入札書は、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第１０条第２項に定める所定の用紙を用いること

。 

(4) 入札にあたっては、工事費内訳書を持参すること。当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた

設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ

ること。また、入札時に提出を求められた場合は、当該工事費内訳書を入札担当者へ提出すること。

なお、当該工事費内訳書は入札時以降も提出を求める場合があるので、入札後も落札決定までの期間

は各自保管するものとする。 

(5) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
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ず、見積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6) 入札者又はその代理人は、開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人が開札に立ち

会わないときは、当該入札事務に関係のない本市職員を立ち会わせるものとする。 

(7) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価

格で最低制限価格以上の価格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(8) 合併入札の場合には、入札書にすべての工事件名を記載し、金額はすべての工事の合計金額を記載

すること。 

(9) 特定建設共同企業体が入札を行う場合は、入札書に共同企業体名、共同企業体の代表構成員の所在

地、商号又は名称及び代表者名を記載して入札を行い、共同企業体協定書兼委任状をあわせて提出す

ること。 

 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 建設共同企業体の構成員となっている者が、同一の入札において単体又は他の建設共同企業体の構

成員として入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 

(8) ３(8)及び(9)に定める方法によらない入札 

 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を

発表し、落札の決定は保留する。 

(2) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(3) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、その旨通知する。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供することを

もって通知に代えるものとする。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(2) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(4) (2) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、入

札日（(3) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記

期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を

満たす者でないとし、(3) イの手続により落札者を決定する。 

(5) (3) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(6) (2) の入札参加資格の確認の結果、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、当

該入札者にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合、当該入札者のうちくじを引かな

い者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員をしてくじを引かせ落札者を

決定するものとする。 

(7) 入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 
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(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 

 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い

の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (6) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

 (7) ５(2) の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合

は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

なお、入札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種の

元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗

じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工

事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市工事請負

に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(8) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則、

横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところ

によるものとする。 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 34 号 平成 18 年８月８日発行 

                                                    

                        65

契約番号 ０６１２０１００４２ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
建設課北担当管内管理用地維持工事（その５） 

施工場所 
建設課北担当管内一円 

工事概要 

木柵設置工Ｌ＝２００ｍ、ネットフェンス設置工Ｌ＝８０ｍ、アスファルト舗装工 

１，０００㎡、除草工７，０００㎡ 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３０日まで 

予定価格 ７，５９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 

（１）平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地 

  が、鶴見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、 

  都筑区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

（２）平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者、又は平成 

  １６年８月１日から平成１８年７月３１日までの間に通知された土木に係る工事の横 

  浜市請負工事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内 

  に２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また 

  、同一月に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点 

が７５点以上の者であること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） （５）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、平成１７年度 

優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時００分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５４２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０１９８ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
西部処理区中田南地区下水道整備工事（その４） 

施工場所 
泉区中田南四丁目２６番地先 

工事概要 

低耐荷力圧入二工程推進工（Φ４５０㎜、Ｌ＝３５．７ｍ）、塩ビ管布設工（Φ４５０㎜ 

、Ｌ＝５．４ｍ）、ライナープレート立坑築造工（Ｈ＝２．５ｍ、１か所）、組立人孔築 

造工２か所 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 ９，５９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した推進工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に推進工法の種類、管径及び 

延長を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付す 

ること。） 

設計図書の購入先・申込期限 

亜細亜工業写真株式会社、関東コピー株式会社 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時００分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５７０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２０１ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
都筑水再生センター水処理施設整備工事（その４） 

施工場所 
都筑区佐江戸町２５番地 

工事概要 

防食工一式（劣化部除去工３７５㎡、吹付け工３４５㎡） 

工期 契約締結の日から平成１８年１１月３０日まで 

予定価格 ２１，２００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ又はＣ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成したコンクリート防食工（下水処理場又はポンプ場内のもの 

に限る。）を含む工事の元請としての施工実績を有する者であること（当該施工実績が共 

同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に施設名称及び工事概要を記 

入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。 

） 

設計図書の購入先・申込期限 

有限会社サン・アート、株式会社昭和工業写真社 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時００分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）特記仕様書において専門技術者の配置について定めがあるので留意すること。 

（２）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（３）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 環境創造局水再生施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２０ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
鳥浜第二工場排水処理場等無停電電源装置等修理工事 

施工場所 
金沢区富岡東二丁目４番５１号ほか１か所 

工事概要 

蓄電池据付（ＭＳＥ５０－１２、５０Ａｈ、ＤＣ１２Ｖ）、既設充電用整流器制御回路修 

理、既設蓄電池撤去及び処分（ＡＨＨＥ５２、１．２Ｖ、９０セル） ほか 

工期 契約締結の日から平成１８年１１月３０日まで 

予定価格 １，８６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、中央計算機システム等（パソコンによるものを除く。 

）に係る無停電電源装置設置工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に無停電電源装置を設置した 

装置及び工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の 

書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 

関東コピー株式会社、株式会社昭和工業写真社 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時４０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 環境創造局金沢水再生センター 電話 ０４５－７７３－３０５３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２２ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
北部第一水再生センター（元宮ポンプ所）鶴見系統分水ゲート設備工事 

施工場所 
鶴見区元宮二丁目６番１号 

工事概要 

電動式鋳鉄製角型ゲート製作・据付（幅１，５００㎜×高さ１，５００㎜）１門 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 ２１，９９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 ‐ 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設 

等）におけるゲート設備工事の元請としての施工経験を有すること。 

 

平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設等）における呑口 

部の面積が１．４㎡以上のゲート設備（金属水密方式に限る。）の新設又は増設工事の元 

請としての施工実績を有し、かつ、同設備は入札日において１年以上の稼動実績を有する 

こと。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に工事を施工した施設の名称 

、ゲートの種類及び呑口部の面積並びに当該設備の稼動日を記入し、併せて、その実績を 

証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２２２ 

工事件名 
北部第一水再生センター（元宮ポンプ所）鶴見系統分水ゲート設備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）本件工事は、特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留 

  意すること。 

（２）本件工事において製作・据付する機器・装置のうち、指定した製品については、環 

  境創造局指定製品及び選定業者名簿（下水道設備用）において選定された製造業者の 

  製品を使用する旨、一般仕様書において定めがあるので留意すること。 

（３）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（４）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２２０１００３４ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
車両課車両整備工場屋根アスベスト改修工事 

施工場所 
神奈川区新浦島町２丁目４番地 

工事概要 

折板屋根フェルト材撤去工（アスベスト含有３４４㎡）１，０６５㎡、耐火被覆吹付復旧 

工１，０６５㎡ 

工期 契約締結の日から４５日間 

予定価格 ９，１５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 建築、塗装又はひき屋・解体 

格付等級 【建築：Ｃ】、【塗装：－】又は【ひき屋・解体：－】 

登録細目 【建築：建築工事】、【塗装：塗装工事】又は【ひき屋・解体：ひき屋・解体工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業、塗装工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 

（１）平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地 

  が、鶴見区内、神奈川区、西区内又は保土ケ谷区内のいずれかにあること。 

（２）石綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）に定める石綿作業主任者技 

  能講習（平成１８年厚生労働省令第１号による改正前の特定化学物質等障害予防規則 

（昭和４７年労働省令第３９号）に定める特定化学物質等作業主任者技能講習を含む 

。）を修了した者を石綿作業主任者として施工現場に配置すること（主任技術者との 

兼任可）。なお、当該石綿作業主任者は入札日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事してない者でなけれ 

ばならない。 

提出書類 

※次頁のとおり 

  

設計図書の購入先・申込期限 

東洋製図工業株式会社、株式会社ヒライデ・コピー 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 資源循環局施設課 電話 ０４５－６７１－２５１６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２２０１００３４ 

工事件名 
車両課車両整備工場屋根アスベスト改修工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） （５）配置技術者（変更）届出書（第６号様式）（なお、当該 

届出書には、石綿作業主任者を記載すること。また、平成１８年４月１日に改正された最 

新のものを用いること。） （６）石綿作業主任者技能講習修了証の写し（又は特定化学 

物質等作業主任者技能講習修了証の写し）及び所属の確認できる書類（健康保険被保険者 

証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２３０１００３５ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
西谷地区センターほか１件中央監視装置更新工事 

施工場所 
保土ケ谷区西谷町９１８番地ほか１か所 

工事概要 

空調用中央監視装置更新、自動制御機器更新、ダクト設備更新 ほか 

工期 契約締結の日から平成１８年１１月１７日まで 

予定価格 ５，４０７，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ｂ】 

登録細目 【管：冷暖房設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、神 

奈川区内、西区内、南区内、保土ケ谷区内、旭区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、戸塚 

区内、栄区内、泉区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社昭和工業写真社、株式会社創 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時４０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９７８  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６７１０１０１９７ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
若葉台北小学校増築その他工事（昇降機設備工事） 

施工場所 
旭区若葉台二丁目１４番１号 

工事概要 

マシンルームレス、１基、１１人乗り、定格積載量７５０㎏、定格速度４５ｍ／分、４停 

止、車椅子対応、防犯窓付、専用運転付 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３０日まで 

予定価格 １１，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 ‐ 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成したエレベーター（乗用）の製作・設置工事の元請としての 

施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 

子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 

号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 

記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 

）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 

保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて 

、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 

有限会社サン・アート、ＪＦＥネット株式会社 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ６日（水）午前 ９時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 

  札金額と一致させること。 

（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 

  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 

  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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交通局調達公告第22号 

2,500万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

次のとおり、「（仮称）北山田駅前広場側出入口その他新築工事」の１件の工事について、一般競争入札

を行う。 

平成18年８月８日 

 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 魚 谷 憲 治 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（昭和52年８月交通局規程第12号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める

資格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措

置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を次項第２号に定める手続により購入した者であること。

ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子

図渡し案件」という。）を除く。 

(6) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(7) その他詳細については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱

、横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得

等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に交通局総務部財務課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年８月11日午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込手続 

横浜市交通局総務部財務課において閲覧又は横浜市ホームページを参照すること。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ

と。 

(3) 前項に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う

。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内に、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、郵便

による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場

合を除き認めない。 

(4) 入札に当たっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市交通局電子入

札運用基準（工事請負関係）第13条を参照すること。また、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定

めた参考資料等の内訳書と同程度の詳細な内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

交 通 局 
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加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

 (7) 合併入札の場合は、すべての工事の合計金額をもって入札額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第22条の規定に該当する入札 

(2) 第１項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札又は前項第４号の定めに従わない工事費内訳書を提出

した者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ横浜市電子入札ＩＣカ

ード代表者届出書を横浜市に提出している場合には、代表者）以外の名義人によるＩＣカードを用い

て行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「

落札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 前号の場合において、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもっ

て入札をした者を新たに落札候補者とし、前号の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定す

るまで同様の手続を繰り返す。 

(5) 第３号の入札参加資格の確認に当たっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、

開札日（前号イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の

午後５時までの間に総務部財務課へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない

。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加

資格を満たす者でないとし、前号イの手続により落札者を決定する。 

(6) 第４号イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して

、当該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、第３号の入札参加資格

の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行う。 

(8) 前号の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがあると認められるとき又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととな

るおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする

。 

(9) 第７号の調査に当たっては、当該落札候補者は、横浜市交通局工事請負契約に係る低入札価格取扱

要綱に定める書類を各３部、別に指定した日時までに総務部財務課へ提出し、また、調査のために必

要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は横浜市交通事業管理

者の指示に従わない場合には、前号に該当するものとし当該落札候補者を落札者としないものとする

。 

(10) 前号に定める書類は、第３項第４号に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出す

ること。対応した工事費内訳書の提出がない場合には、第８号に該当するものとし当該落札候補者を

落札者としないものとする。 

(11)開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止
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等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を

除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち

最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条までの規定よる。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成は落札者が行うものとし、当該契約書の作成費用は落札者が負担するものとす

る。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が第１項に定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合は、この限り

でない。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (6) 本市の都合により開札日時を変更する場合は、横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）第14

条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

 (8) 第５項第３号の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第

25条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種の

元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市交

通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留

意すること。 

(9) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、正当な理由な

く落札者となることを辞退した場合又は第５項第５号若しくは第９号に定める書類を提出しない場合

は、横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を

行う。 

(10)工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った者と契約を締結する場合は、契約金額に

かかわらず建設業法（昭和24年法律第1 0 0号）第24条の７第１項に規定する施工体制台帳の提出を義務

付けるものとする。 

(11)特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市ホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定書

兼委任状を入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市交通局財務課長あての書

留郵便により郵送又は横浜市交通局財務課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜
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市ホームページ又は横浜市交通局財務課掲示板を参照すること。 

(12)その他この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の前

払金に関する規程、横浜交通局市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市交通局電子入札運用基

準（工事請負関係）及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものと

する。 
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契約番号 ０６５３０１００２３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）北山田駅前広場側出入口その他新築工事 

施工場所 
都筑区北山田一丁目６番 

工事概要 

Ｓ（一部ＲＣ）造、地上２階建、延床面積９５９．２４０ｍ２（出入口部分面積：２６２．４

０８ｍ２） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３０日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

契約番号０６１２０１００４４番に記載する。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

契約番号０６１２０１００４４番に記載する。 

提出書類 

契約番号０６１２０１００４４番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年 ８月２５日（金）午前 ９時００分から 

平成１８年 ８月３１日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ９月 １日（金）午前 ９時５０分  

支払条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

 本件工事は横浜市調達公告第２１１号契約番号０６１２０１００４４番及び０６２２０１０

０３３番の工事と合併入札を行う。 

 なお、その他の注意事項については、契約番号０６１２０１００４４番に記載する。 

工事担当課 交通局建築課 電話 ０４５－６７１－３２１２  

契約担当課 交通局財務課 電話 ０４５－６７１－３１７４  
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交通局調達公告第23号 

2,500万円未満の一般競争入札の施行 

次のとおり、「横浜駅分岐マクラギ交換及びその他工事」の１件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成18年８月８日 

  

横浜市交通事業管理者 

交通局長 魚 谷 憲 治 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（昭和52年８月交通局規程第12号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める

資格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措

置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を次項第２号に定める手続により購入した者であること。

ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子

図渡し案件」という。）を除く。 

(6) その他詳細については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱

及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に交通局総務部財務課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年８月11日午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込手続 

横浜市交通局総務部財務課において閲覧又は横浜市ホームページを参照すること。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ

と。 

(3) 前項に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う

。 

３ 入札方法等 

(1) 入札及び開札の日時及び場所については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた日時及び場所において入札書を提出すること。また、郵便による入札は

認めない。 

(3) 入札書は、設計図書の販売とあわせて交付する所定の用紙を用いること。 

(4) 入札に当たっては、工事費内訳書（入札書裏面の様式は使用しないこと。）を持参すること。当該工

事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた参考資料等の内訳書と同程度の詳細な内容のものとし、合計

金額は入札金額と一致させること。また、入札時に提出を求められた場合は、当該工事費内訳書を入

札担当者へ提出すること。 

なお、当該工事費内訳書は入札時以降も提出を求める場合があるので、入札後も落札決定までの期

間は各自保管するものとする。 

(5) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6) 入札者又はその代理人は、開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人が開札に立ち

会わないときは、当該入札事務に関係のない本市職員を立ち会わせるものとする。 
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(7) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(8) 合併入札の場合には、入札書にすべての工事件名を記載し、金額はすべての工事の合計金額を記載

すること。 

(9) 特定建設共同企業体が入札を行う場合は、入札書に共同企業体名、共同企業体の代表構成員の所在

地、商号又は名称及び代表者名を記載して入札を行い、共同企業体協定書兼委任状をあわせて提出す

ること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第22条の規定に該当する入札 

(2) 第１項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札又は前項第４号の定めに従わない工事費内訳書を提出

した者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 建設共同企業体の構成員となっている者が、同一の入札において単体又は他の建設共同企業体の構

成員として入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 

(8) 前項第８号及び第９号に定める方法によらない入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を

発表し、落札の決定は保留する。 

(2) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(3) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、その旨通知する。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供することをも

って通知に代えるものとする。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った

他の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、前号の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(4) 第２号の入札参加資格の確認に当たっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、

入札日（前号イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の

午後５時までの間に総務部財務課へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない

。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加

資格を満たす者でないとし、前号イの手続により落札者を決定する。 

(5) 第３号イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して

、当該落札候補者に通知する。 

(6) 第２号の入札参加資格の確認の結果、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、

当該入札者にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合、当該入札者のうちくじを引か

ない者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員をしてくじを引かせ落札者

を決定するものとする。 

(7) 入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止

等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を

除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をも

って入札を行った他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条までの規定よる。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 
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なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払は、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来

高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成は落札者が行うものとし、当該契約書の作成費用は落札者が負担するものとす

る。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が第１項に定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合は、この限り

でない。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (6) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

 (7) 第５項第２号の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第

25条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、入札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種の

元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市交

通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留

意すること。 

(8) その他この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の前

払金に関する規程、横浜交通局市工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市交通局工事請負等競

争入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０６５３０１００２４ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
横浜駅分岐マクラギ交換及びその他工事 

施工場所 
南区宮元町３丁目４６番地から神奈川区三ツ沢下町２番１６号まで 

工事概要 

分岐マクラギ交換工２器、継目板交換工８８組、建設副産物運搬処分工一式 

工期 契約締結の日から平成１８年１１月３０日まで 

予定価格 ６，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 ４，６２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【土木：軌道工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日から入札日までの間に完成した営業線軌道工事の元請としての施工実績を有

すること（当該実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が総出資額の１０

分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） （２）主任技術者届出書（第７号様式。平成１８年４月１

日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に記載した資格を証明する書類（建

設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４）配置する技術者の雇用（期間）が確

認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）施工実

績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて実績を証明する契約書、設計図書、竣工時工

事カルテ受領書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社福寿企画、有限会社リバーストン 

平成１８年 ８月１１日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市交通局財務課掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ９月 ８日（金）午前 １０時００分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル７階交通局財務課入札室  

支払条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札に当たっては、当該工事について本市が定めた参考資料等の内訳書と同程度の詳細な工事

費内訳書（入札書裏面の様式は使用しないこと。）を持参し、提出を求められた場合は提出する

こと。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。提出できない場合、当該入札

者の入札を無効とする。 

工事担当課 交通局施設管理所 電話 ０４５－５４２－０１２６  

契約担当課 交通局財務課 電話 ０４５－６７１－３１７２  

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 34 号 平成 18 年８月８日発行 

                                                    

                        84

 
交通局調達公告第24号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 
 次のとおり一般競争入札を行う。 
    平成18年８月８日 

横浜市交通事業管理者 
交通局長  魚 谷 憲 治 

１ 競争入札に付する事項                                     
(1) 件名及び数量                                           
ア  軽油（１０月～１２月分）第１ブロック 約 1,140キロリットルの購入 
イ 軽油（１０月～１２月分）第２ブロック 約 1,004キロリットルの購入 
ウ 軽油（１０月～１２月分）第３ブロック 約  574キロリットルの購入 
エ 軽油（１０月～１２月分）第４ブロック 約   990キロリットルの購入 

(2) 物品の特質等 
入札説明書による。 

(3) 納入期間 
平成18年10月１日から平成18年12月31日まで 

(4) 納入場所 
第１号アからエに掲げる物品ごとに次のとおりとする（詳細は、入札説明書による。）。 

ア  北部サービスセンター 緑営業所ほか２か所 
イ 中部サービスセンター 浅間町営業所ほか２か所 
ウ 南部サービスセンター 磯子営業所ほか１か所 
エ 東部サービスセンター 港北営業所ほか２か所 

(5) 一連の調達契約に関する事項 
ア 今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

 軽油（１月～３月分） 約 3,622キロリットルの購入 
平成18年11月頃 

イ 最初の契約に係る入札公告日 
平成18年１月31日 

(6) 入札方法 
第１号アからエに掲げる物品ごとに入札に付し、１キロリットル（ 1,000リットル）当たりの単価に

より行う。 
２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの
確認を受けなければならない。 
(1) 横浜市交通局契約規程（昭和52年８月交通局規程第12号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同
条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 横浜市の一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「燃料」に登録が認められている
者であること。 

(3) 平成18年８月17日から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市交通局一般競争参加停止及び
指名停止等措置要綱に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

(4) 当該物品を確実に納入することが可能な者であること。 
３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載
手続を行う者を含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 
(1) 提出書類及び提出部課 

入札説明書による。 
(2) 提出期限 

平成18年８月17日（ただし、供給保証書は平成18年８月24日）午後５時まで 
(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 
横浜市交通局総務部財務課（関内中央ビル７階）         
矢澤 電話 045(671)3174（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 
入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 
(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 
(2) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 
当該契約に係る入札説明書等は、第３項第３号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで

閲覧に供する。 
６  入札説明書等の交付 
(1) 交付期間                                               

平成18年８月８日から平成18年８月31日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時から正
午まで、及び午後１時から午後２時まで） 

(2) 交付場所 
第３項第３号に掲げる部課 

(3) 交付方法 
有償（ 500円）で交付する。この場合、入札説明書等交付希望者は、前号に掲げる部課で配付する

納付書で、横浜市交通局指定の金融機関等に納付後、同号の部課において領収書の確認を受けた上で
交付を受ける。 
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７ 入札及び開札の日時並び場所等 
平成18年９月20日午後２時 横浜市交通局総務部財務課入札室 
ただし、郵送による入札については、平成18年９月19日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に

必着のこと。 
８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 
(1) 第２項の資格条件を満たさない者が行った入札 
(2) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 
(3) 横浜市交通局契約規程第22条の規定に該当する入札 

９ 落札者の決定                                             
横浜市交通局契約規程第15条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とする。 
10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 
11 契約金の支払方法 

(1) 前金払                         
行わない。 

(2) 契約金 
１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１箇月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他                                 
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 
(2) 契約書作成の要否 

要する。 
(3）詳細は、入札説明書による。                        

13 Summary 
(1) Subject matter of the contract: 
① Purchase of approx. 1,140kl of gas oil 
② Purchase of approx. 1,004kl of gas oil 
③ Purchase of approx.  574kl of gas oil 
④ Purchase of approx.   990kl of gas oil 

(2) Date of tender: 2:00 p.m., 20 September, 2006 
(3) Contact point for the notice: Finance Division, 

Transportation Bureau, City of Yokohama, 
1-1  Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 
TEL 045(671)3174 

 
 

 


